






双日のルーツは150年以上前にまで遡る。 

前身となった、鈴木商店に起源をもつ「日商」、「岩井産業」、「ニチメン」ともに、長年の 
歴史の中で、総合商社としての価値を築きあげ、日本経済の発展に寄与してきた。 

2004年に、ニチメンと日商岩井が合併し、双日が発足。 



双日グループの企業理念とグループスローガンをお示ししている。 

キーワードは「新たな価値」。 

新たな価値を生み出すことで、世界各地の生活水準の向上や経済発展、雇用の創出 
など、社会の課題を解決し、豊かな未来を創造していくことこそ、双日の企業理念であり、
成長の姿。 



企業理念である「新たな価値」と「豊かな未来」を創造するため、双日は「２つの価値」を
追求していく。 

価値のひとつは、事業基盤の拡充などを通じて実現する「双日が得る価値」。つまり、 
双日の利益成長、ひいては株主価値の向上。 

もう一つは、世界各国・各地域の発展に向け、社会的課題を解決する「社会に還元する
価値」。 

この２つの重なりを最大化していくことこそが、双日の価値創造の定義。 

 

  

 



「2つの価値」を創造するため、当社は多様な事業を9つの営業本部で取り組んでいる。 

各本部、それぞれの機能を発揮し、事業基盤拡大に努めている。 



また、国内外に400社以上のグループ会社を擁し、世界50か国で事業を展開し、 
約90の拠点を持っている。 

従業員数は、2017年9月末現在、単体で約2400人、グループ全体で約17,000人と
なっている。 

 



双日の事業などを動画でご覧いただきたい。 



当社は、経営統合後の財務体質改革、リーマンショックや欧州債務危機などの外部環境
の変化を一つひとつ乗り越え、克服しながら、企業として進化してきた。 

それらの取り組みが奏功し、今では強固な財務基盤や良質な収益基盤を有するに至った
。 

『中期経営計画2014』では、資産の入れ替え、良質な資産の積み上げによる財務体質
の強化を図り、成長に向けた基礎固めをした。 

『中期経営計画2017』では、この財務基盤をもとに、双日らしい強みを発揮するため、 
安定的な収益基盤の拡大とさらなる成長に向けた取り組みを実行している。 

双日は、今なお成長の余地のある会社。より大きな挑戦、より大きな価値を創造できる
会社へと進化していく。 

 

 



2015年4月にスタートした３カ年計画『中期経営計画2017』では、“Challenge for 
Growth”、つまり、“成長への挑戦”を副題に掲げている。 

安定的な収益基盤の拡大や事業領域の幅出しにより、「収益の塊」となる強みのある 
事業領域・基盤の確立を目指す。 

この『中期経営計画2017』では定量目標を掲げている。 

経営の効率性を示す指標として、ROA2％以上、ROE8％以上、財務の健全性を示す
指標として、ネットDER1.5倍以下。 

連結配当性向は25％程度を目標数値としている。 

ここに挙げた数値目標は、『中期経営計画2017』最終年度となる本年度、すべて達成
できる見込み。 



経営指標も目標達成できる見通しとなり、着実に成長軌道へとシフトし、財務体質・ 
リスク管理体制の維持・強化を続けながら、定量面でも成果が上がっている。 

2015年３月期は、当期純利益が50億円を超す本部は化学本部一つのみ。 

2018年３月期は、９本部中７本部が当期純利益50億円を超える見通しで、 
現中期経営計画で目標としてきた“安定的に当期純利益500憶円以上を稼ぐ収益 
基盤の構築”が実現しつつある。 

今後は９の本部が、双日独自の強みを発揮し、既存事業の拡張や、新規事業の創出
に注力し、50億円、100億円と「収益の塊」を創出・拡大していく。 

 

 



将来の更なる成長に向けて、現中期経営計画では、3年間で3,000億円の投融資を 
計画し、これまでの2年間で1,570億円の投融資を実行した。 

本年度は1,500億円の投融資を計画しており、上期には、航空機関連、国内外太陽
光事業、自動車関連を中心に約900億円の投融資を実行。3年間で3,000億円の 
投融資の実行に向けてまい進していく。 

投融資の実績例として、自動車については、既存事業の幅出しのため、北米部品品質
検査事業の買収や米州自動車ディーラー事業の買収を行い、将来の成長に向けた新規
成長分野に進出。 

航空産業・情報では、以前より取り組んできたパーツアウトや、機体販売事業、ビジネス
ジェット事業の拡大展開に加え、空港運営事業への参画を発表。パラオ国際空港の 
20年間の事業権譲渡契約を締結した。 

 



環境・産業インフラでは、当社として米国市場で初めての大規模発電事業となるガス 
火力発電事業へ参画、国内では青森県にて、発電容量71MWと当社太陽光発電事
業としては国内最大規模の発電所の商業運転を開始するなど、この半年で多くの案件を
発表。 

化学では、前期末に買収した欧州化学品商社が、この第1四半期からしっかり収益貢献
を開始している。この買収により欧州にも販路を確保し、当社グループの主力事業である
メタノール、機能化学品のトレードをグローバルに拡大していく。 

リテール・生活産業ではアセアン リテール事業へ長期的な取組みを実施し、ベース収益の
拡大、あるいは、成長が期待できる市場での事業構築を継続して着実に取り組む。 

これらの投融資は､闇雲に資産を積み上げるのではなく､これまで同様、投資規律に則り、
案件を慎重に見極め、リスクをコントロールしていく。 

 

 



2012年にスタートした『中期経営計画2014』より、順調に利益を積み上げ、非資源 
分野を中心として安定的な収益基盤の構築が進みROAを改善、良質な資産が積み 
あがってきている。 

2015年にスタートした『中期経営計画2017』では、計画2年目の2017年3月期の 
当期純利益は408億円、最終年度の2018年3月期の見通しは500億円としている。 

目標としてきた、“安定的に当期純利益で500億円以上を稼ぐことのできる収益基盤の
確立”、稼ぐ力、がついてきたと考えている。 



配当方針については、前中期経営計画期間まで配当性向20%としていた。現中期 
経営計画期間においては、連結配当性向25%程度を基本としている。 

この配当方針と今期業績見通しに基づき、2018年3月期の1株当たり中間配当は5円
とした。期末配当金額は1株当たり5円、年間配当額は10円を予定している。 

中期経営計画の着実な実行の結果として、優良な資産を積み上げて収益力を強化し、
企業価値を向上させ、ステークホルダーの皆さまのご期待に応えていきたい。 





2016年3月期と2017年3月期の実績および2018月3月期の見通しについてご説明 
した後、11月2日に発表した2018年3月期第2四半期決算についてご報告する。 





現在取り組んでいる「中期経営計画2017」の過去２年間の実績と、今期、2018年 
3月期の見通しをお示ししている。 

前期、2017年3月期の売上総利益は5期ぶりに2,000億円を超える2,007億円と 
なった。今期、2018年3月期は、さらに200億円超増益の2,270億円を見込んでいる。 

当社株主に帰属する当期純利益は、2016年3月期の365億円から、2017年3月期
は408億円、そして、2018年3月期は500億円を見込み、着実に増益を続けている。 

会社の収益性を示す総資産利益率・ROAと純資産利益率（自己資本利益率）・
ROEは、現中計の目標であるROA2％以上、ROE8％以上に向けて上昇を続けており、
2018年3月期は、その目標値を達成する見通し。 



BS項目にあたる財政状態をご説明する。 

総資産は新規投融資の実行や好調な営業取引の運転資金増加などにより、2017年 
3月末は、2016年3月末と比較して約800億円増加の2兆1,385億円。2018年3月
末は、2017年3月末と比較して2,100億円増加の総資産2兆3,500億円を見込む。 

自己資本は、当期純利益の積み上がりなどによって、2018年3月末は、2017年3月末
比で約500億円増加の6,000億円を見込む。 

ネットDER、金融機関などからの借入金から現預金を差し引いたネット有利子負債が 
自己資本の何倍にあたるかで算出し、値が小さいほうが財務の健全性が高いことを示す。 

現中計の目標である1.5倍以下に対して、3年間を通して約1.1倍で推移する見込み 
であり、財務の健全性を維持している。 



営業本部別の当期純利益についてお示ししている。 

現中計スタート時に、それまれの４部門制から9本部制へと組織を再編した。 
その目的は、営業組織を細分化することで各本部がどのような事業を行っているかを 
ステークホルダーに見えやすくするとともに、各本部が50億円以上の当期純利益を稼ぐ 
収益力をつけるという目標を明確にすること。 

2016年3月期は、50億円以上の当期純利益を稼ぎ出した本部は化学本部１本部 
のみであった。2018年度3月期は、7本部が50億円以上の当期純利益を上げる見通し
となっている。 



11月2日発表いたしました2018年3月期第2四半期の業績についてご報告する。 



上半期については、先進国、新興国ともに安定した経済成長を続けたことに加えて、石炭
などの資源価格が堅調な推移を示したことから、順調な進捗を示す決算となった。 

当期純利益の通期見通しに対する進捗率は54%。全社合計での通期業績見通しは
据え置きとしているが、上半期の実績等を踏まえて、一部本部の通期見通しを修正して 
いる。 

今期1,500億円を計画する新規投融資については、上半期で900億円の実行を完了。
第３四半期においても、すでに500億円を超える投融資を実行しており、年間の投融資
計画の達成は確実な状況。 



2018年3月期第2四半期の経営成績と財務状態についてご説明する。 

日本基準の売上高は、前年同期比2,676億円増収の2兆433億円となった。 
石炭価格の高値安定に支えられた石炭・金属本部、メタノール価格の堅調な推移と好
調な海外合成樹脂取引が寄与した化学本部などの増収がその要因。 

売上総利益も、石炭・金属、化学の増益に加えて、海外での自動車事業が好調で 
あった自動車本部の増益が寄与し、前年同期比197億円増益の1,115億円となった。 

これらのトップライン（売上高・売上総利益）の業績好調を反映し、当期純利益（当社
株主帰属）は前年同期比で77％増益の272億円となり、通期見通しに対する進捗率
は54%となっている。 

2017年9月末の総資産は、2017年3月末から1,838億円増加の2兆3,223億円。
在庫等の営業債権の増加、新規投融資や株価上昇に伴う保有有価証券の評価額の
増加が主な要因。 

自己資本は、2017年3月末と比較して287億円増加の5,792億円。増加要因は、 
当期純利益の積み上がりなどによる利益剰余金の増加など。 

ネット有利子負債は2017年3月末比で556億円増加の6,667億円だが、自己資本の
増加もあって、財務の健全性を示すネットDERは1.15倍と、2017年3月末と比較して
0.04ポイントの上昇にとどまっている。 



営業本部別の上半期の当期純利益実績と通期見通しに対する進捗率を示している。 

全社合計の通期当期純利益の見通しは500億円と据え置きにしているが、自動車、 
エネルギー、石炭・金属の3本部については、上期実績と足元の状況を勘案し、通期 
見通しをそれぞれ修正している。 

上半期終了時点の通期見通しに対する進捗率が低い航空産業・情報や産業基盤・ 
都市開発本部については、取引先の設備投資実行が下期に集中する事業特性や、 
海外工業団地・国内分譲マンションの引き渡しが下期に集中することなどにより進捗率が
低くなっており、通期見通しの下振れにつながるものではない。 



収益の源泉となる投融資の実行状況についてご説明する。 

先に藤本からご説明した通り、中期経営計画2017において、3年間で合計3,000億円
の新規投融資実行を目標としており、前期、2017年3月期までに、その半分にあたる 
約1,500億円の投融資を実行してきた。 

今年度は、第2四半期までに、北米自動車部品品質検査事業、航空機関連事業、 
国内外でのガスや再生可能エネルギー発電事業など、約900億円の投融資実行を 
終えている。 

第３四半期においても、すでに発表している海外病院施設運営事業、海外風力発電
事業への投資を行い、年間で1,500億円、現中計3年間で合計3,000億円の新規 
投融資実行という目標は概ね達成できる見通し。 

次期中期経営計画は現在作成中ではあるが、現中計で実行した新規投融資からの 
収益をしっかりと上げていきたい。 










